
１　総括 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

21年度 

決 算 

(2) 職員給与費の状況（普通会計予算） 

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。 

２　職員数は平成23年4月1日現在の人数である。 

(４) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を　単純平均したものである。 

２　一般行政職給料表の状況（平成23年4月1日現在） 

（単位：円） 

5級 

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。 

一人当たり給与費 

1人当たり給与費 

（参考）類似団体平均

　　　　　　　千円 

5,323 

人　

3,797 

職員数 

給　 料 

高野町の給与・定員管理等について 

職員手当 

23年度 

期末・勤勉手当 

118,284

　　　　　千円 

3,817,154 199,612 

給与費 

261,900 

4級 3級 

135,600 185,800 222,900 

区分

　　　　　　　千円

　　　　　計　　　　　Ｂ 

104 355,266 

402,500 

2級 

職員で満55歳に達した最初の3月31日以後の昇給についてはなし。

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　　　　　　　Ａ 

1号給の給料月額 

5,047 

1級 

最高号給の給料月額 

524,924 51,374

　（３）　特記事項 

289,200 

243,700 309,200 356,400 390,100 

実質収支 区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額

　　　　　　Ａ　　　　　（22年度末） 　　　　　　Ｂ

　　　　　千円 

773,242 

人件費 

％ 

22.7 20.3% 

人件費率

　　　　　　％

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

（参考） 

21年度の人件費率 

(H18) 
91.1 (H18） 

90.4 

(H18) 
93.5 

(H23) 
89.1 

(H23) 
92.5 

(H23) 
95.3 

85 

90 

95 

100 

高野町 類似団体平均 全国町村平均 
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在）

　　　　①一般行政職 

歳 円 円 

歳 円 円 

歳 円 円

　　　　②技能労務職 

区 分 対応する民間 平均年齢 

の類似職種 

廃棄物処理 
業従業員 

４４．１歳 

用務員 ５４．２歳 

参 考 

区 分 

（Ｃ） （Ｄ） Ｃ／Ｄ 

※

※

※

※

※ 平成22年4月より学校及び病院給食については、民間委託を実施。 

(2) 職員の初任給の状況（23年4月1日現在） 

円 円 円 円 

円 円 円 円 

円 円 円 円 

円 円 円 円 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在） 

円 円 円 

円 円 円 

円 円 円 

円 円 円 

高　野　町 

172,200 185,800 

国 

161,600 

149,800 

213,100 

高　校　卒 

高　校　卒 

（その他、数値のない欄については、すべて「ハイフン(-)としている。） 

178,800 

149,800 

207,000 

県 

平 均 年 齢 

高野町 

平均給料月額 

327,907 

区　　分 平均給与月額 

297,400 

職員数 

５０．３歳 

平均給与月額 

２２４，１００円 

類似団体 

うち用務員 ＊　歳 

その他 ４３．９歳 

平均年齢 

＊　円 

Ａ／Ｂ 

＊ 

備　考 

平均給与月額 

（Ｂ） 

２０３，８００円 

＊ 

412,144 42.8 338,161 

42.8 357,824 

２８１人 

４人 

307,383 

＊　人 

２９５，５４３円 

５人 １９９，９００円 

民間 公務員 

８人 

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあつては、年齢、事業内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。 

民間データは、賃金構造基本統計調査においてこう公表されているデータを使用している。（平成２０～平成２２年度の３ヶ年平均） 

４８ 歳 

＊　歳 ＊　円 ＊　人 

期末、勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 

うち用務員 

43.8 

高野町 

平均給料月額 

（Ａ） 

５０．１歳 

個人情報保護の観点から、対象となる職員数が１人又は２人の場合は、当該団体の欄はすべてアスタリスク（＊）としている。 

年収ベース「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれの平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された 

和歌山県 

＊　円 

技能労務職 

- 

区
分 

一般行政職 

うち電話交換手 

うち清掃職員 

高野町 

- 

技能労務職 146,700 

129,200 

137,200 

経験年数２０年　　　

289,100 

経験年数１０年 区　　　 分 

大　学　卒 一般行政職 

267,000 

- 

- - 

- 

246,300 

209,200 高　校　卒 

高　校　卒 

- 

189,500 大　学　卒 

133,100 141,900 

２年後の給料 

137,200 121,600 

140,100 140,100 

初任給 ２年後の給料 初任給 

２１９，１２０円 

＊　円 

３３８，９６７円 

２９４，０００円 

２３９，６６３円 

＊　円 

２６８，４２６円 

３８０，７８３円 

年収ベース（試算値）の比較 

民　間 

- ＊　円 

３，７２３，９５６円 

- 

経験年数１５年 

- - 

129,200 

類　　似 

団　　体 

うち清掃職員 

公務員 

＊　円 

大　学　卒 

中　学　卒 
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在） 

（注）１　高野町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

(2) 昇給への勤務成績反映の状況

　

　　　　　　　　％ 

2　　級 

勤務成績への反映は行っていない。 

11.8 

係長職、主査職 

課長、課長補佐、係長、主査職 

1　　級 

4　　級 

3　　級

　人 

31 

課長職 

区　　分

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％ 

10

　　　　　　　　％ 

18.4 

12 

主事職 

標準的な職務内容

　　　　　　　　％　人 

14 

主査職
　人

　人

　人 

5　　級 

職員数 

40.8 

13.2 

構成比 

15.8 

9 

１級 
11.8% 

１級 
11.4% 

１級 
8.5% 

２級 
40.8% ２級 

35.7% 
２級 
28.6% 

３級 
18.4% ３級 

24.3% 

３級 
27.1% 

４級 
15.8% 

４級 
17.2% ４級 

22.9% 

５級 
13.2% 

５級 
11.4% 

５級 
12.9% 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

平成23年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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５　職員の手当の状況 

(1) 期末手当・勤勉手当 

千円　

（22年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 

2.6 月分 1.35 月分 2.6 　　　月分 1.35 月分 

（加算措置の状況） （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置　無し 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 

(2) 退職手当（２３年４月１日現在） 

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分 

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分 

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分 

最高限度額 月分 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 

その他の加算措置 その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

１人当たり平均支給額　　　　 - 千円 千円 

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

(3) 地域手当（２３年４月１日現在） 

千円 

千円 

人 ％ ％ 

人 ％ ％ 

(4) 特殊勤務手当（２３年４月１日現在） 

千円

　円

　％ 

(5) 時間外勤務手当 

千円 

千円 

千円 

千円 

１回 ７，０００円 

（22年度支給割合） 

1,954 

0 

41.34 

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

30.55 

33.50 

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　 勧奨・定年 

高　野　町 

1,080 

勤務実績への反映は行っていない。 

（参考）　勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

１人当たり平均支給額（22年度）

　高　野　町 国

－ 

47.50 59.28 

支給対象地域 

支給実績（22年度決算） 

支給率 

13,555 

0 

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 0 

91 

13,273 

本町は支給対象地域外 

消防署、富貴支所に勤務する職員 

消防職員 

支給実績（22年度決算） 

主な支給対象職員 

88,000 

死体処理手当 

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） 

手当の種類（手当数） 

消防業務手当 

救急救命士手当 

消防署に勤務する職員 

救急出動手当 

消防署に勤務する職員 

9,309 

128 

支給実績（22年度決算） 

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 

危険手当 消防署に勤務する職員 

１回 ２００円 

火災等非常出動手当　　　

消防職員 

消防職員及び富貴支所職員 

月額 ６，２００円 

月額 １，２００円 

１回 ３００円 

月額 ３，０００円 消防職員 消防署に勤務する職員 

支給実績（21年度決算） 

主な支給対象業務 

消防職員 

手当の名称 

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 

59.28 

0 

（注）「国の制度（支給率）の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率である。」 

支給対象職員数 国の制度（支給率） 

業務に従じた職員 業務に従じた職員 

21.2 

左記職員に対する支給単価 

59.28 

23.50 

0 

国 
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(6) その他の手当（２２年４月１日現在） 

借家・借間居住者 

家賃23,000円以下の場合 

家賃　-12,000円 

家賃23,000円を超える場合 

11,000円×1/2×（家賃-23,000円） 

持家居住者 

交通機関支給限度額 50,000円 

交通用具使用者 

２㎞以上～５㎞未満･･･月額2,000円 

5㎞以上～10㎞未満･･･月額 4,100円 

円 

６　特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在） 

円 円／ 円 

円 円／ 円 

円 円／ 円 

円 円／ 円 

円 円／ 円 

月分 

月分

　　（算定方式） 　（支給時期） 

給料月額等×43.3/100 任期満了時 

給料月額等×25.8/100 任期満了時 

93,600 

との異同 

1時間あたり給与額に100分の125～100 
分の150の範囲内 

町 長

　　（21年度支給割合） 

町 長 

平均支給年額 

290,000 

1日あたり 
日直昼150円　休日4,200円　宿直4,200 
円 

4級地　　毎年11月～翌年3月までの毎 
月
世帯主であり扶養親族のある職員 
17,800円（月額） 
世帯主であり扶養親族のない職員 
10,200円（月額） 
その他の職員　7,360円（月額） 

84,800 

議 長 

議 員 

議 長 

（参考）類似団体における最高／最低額 

副 議 長 200,000 

840,000 

宿日直手当 

4級地　（高野町に居住している職員に 
たいして支給。） 
世帯主であり3人以上の扶養　39,600円 
（年額） 
世帯主であり1人又は2人の扶養　33,000 
円（年額） 
世帯主であり扶養親族なし　19,800円 
（年額） 
その他の職員　14,200円（年額） 

副 町 長 

議 員 180,000 

副 町 長 

139,200 

期
末
手
当 

副 議 長 

市 区 町 村 長 

副 町 長

　　（21年度支給割合） 

退
職
手
当 

325,000 

給 料 月 額 等 

千円 寒冷地手当 

250,000 395,000 

報
酬 

給
料 

区 分 

705,000 

1,578 

206,258 12,788 

3,218 

- 

139,913 

千円 88,439 交通機関支給限度額 55,000円 
交通用具使用者 
５㎞未満･･･ 月額 2,000円 
5㎞以上～10㎞未満･･･月額 4,100円 
10㎞以上～15㎞未満･･･月額 6,500円 
15㎞以上～20㎞未満･･･月額 8,900円 
20㎞以上～25㎞未満･･･月額 11,300円 
25㎞以上～30㎞未満･･･月額 13,700円 
30㎞以上～35㎞未満･･･月額 16,100円 
35㎞以上～40㎞未満･･･月額 18,500円 
40㎞以上～45㎞未満･･･月額 20,900円 
45㎞以上～50㎞未満･･･月額 21,800円 
50㎞以上～55㎞未満･･･月額 22,700円 
55㎞以上～60㎞未満･･･月額 23,600円 
60㎞以上～･･･月額 24,500円 

円

円 

千円 

円 

- 千円 

千円 円 

課長職　２０．０００円 2,400 

円 異 

休日勤務手当 
1時間あたり給与額に100分の125～100 
分の150の範囲内 

１５㎞以上～２０㎞未満･･･月額 8,900円 

10㎞以上～15㎞未満･･･月額 6,500円 

管理職手当 

２5㎞以上～　･･･月額13,700円 

通勤手当 

２0㎞以上～２５㎞未満･･･月額 11,300円 

千円 

同 

配偶者                        　13,000円 

新築・購入から5年間　2,500円 
（H.21.12.1より廃止） 

扶養手当 

住居手当 

国の制度 

内容及び支給単価 

１人（配偶者なし）　　     　　11,000円 

特定期間（満１６歳年度初めから満２２歳 
年度末）　5,000円 

同 

（22年度決算） 

支給職員１人当たり 

円 

支給実績 

千円 

異なる内容 手　当　名 

国の制度と 

（22年度決算） 

240,000 

異 

46,666 

同 

285,000 

560 

5,837 

22,800 

540,000 

2.6 

2.6 

310,000 

630,000 

１人つき　     　　　　　　　　　6,500円 
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７　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

（各年４月１日現在） 

議会 

総務 

税務 

農林水産 

商工 

土木 

民生 

衛生 

教育 

消防 

[ １７９ ］ 

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。 

(2) 年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在）

　

40歳 44歳 48歳 

～
 

～
 

～
 

43歳 47歳 51歳 

人 人 人 

21 14 23 

55歳 27歳 31歳 

退職に伴う減 

～
 

税務事業充実に係る増 

人 

60歳 

人 

9 

41 

52歳 

人 

以上 

～
 

7 

24歳 

人 人 

0 

-5 

-3 

地籍調査事業充実に係る増 

1 15 16 

39歳 

35 

消防業務充実に係る増 

退職に伴う減 -1 

1 

0 

退職に伴う減 

5 

2 0 

組織・機構改革に伴う減 -1 

1 

2 

1 5 

水道 

一 

職 員 数 

政 

21 

72 （参考：人口１万人当たり職員数 73.5人） 

普 

平成23年 

30 

2 

-1 

0 

行 

病気休職者を総務課付としたための減 

-1 

8 

門 

13 

会

部 

計 

2 

主 な 増 減 理 由 

その他 

1 

4 

門 14 

4

70 

小計 

（参考：人口１万人当たり職員数 89.5人） 

下水道 

105 普通会計 2

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門 

病院 40 

3 3 

2

46 

部 

小　計 

行政 

部門 

20 

特別 13 

56歳 

合　　計 

計 区　分 

～
 

28歳 

～
 

20歳 

未満 

人 

23歳 

0

-5 

人 
職員数 

人 

0 

小　計 

6 

20歳 

人 

103 
～

 

病気休職者を総務課付としたため及び従来の業務量増 
加に係る増 

0 

対前年 
増減数

　　　　　　　　区　　分

　部　　門 平成22年 

1 

27 

2 

通 

3 

般 

33 

2 

7

12 

8 9 

145 

33 

149 

59歳 

146 

36歳 

～
 

17 

～
 

35歳 

32歳 

[ 179 ］ [ 179 ］ 

16 

人 

0 

2 

4 

6 

8 

10 

12 

14 

16 

18 

20 

構成比 

５年前の構成比 
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(3) 職員数の推移 

（単位：人・％） 

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数 

２　合併した団体にあっては、合併前の年について合併前の旧団体の合計職員数 

47 

20 

平成１８年 

17 

一般行政 76

　　　　　　　　　区　　分 

部　　門 

103 

146 

20 

114 

21 

50 

21 

109 

154 

105

41 

150 

46 ▲8（16.3%） 

70 

17 18 13 

20 

163 

消  防 

平成１９年 平成２０年 

18 

72 

103 

149 

教  育 

64 

平成２１年 

66 

平成２２年 

▲17（10.4%） 総合計 157 

49 公営企業等会計計 48 

104 普通会計計 

平成２３年 

72 

12

21 

過去5年間の増減率 
(率） 

▲4（5.3%） 

▲6（33.3%） 

1（5%） 

▲9（7.9%） 
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８　公営企業職員の状況

　(1)　病院事業

　① 職員給与費の状況 

ア　決算 

（参考） 

21年度の総費用に占 

める職員給与費比率 

イ　予算 

計Ｂ 

千円 千円 　　　千円 　　　　千円 千円 

208,384 

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。 
２　給与費は当初予算に計上された額である。 

職員数は平成２３年４月１日現在の人数である。 

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在） 

歳 円 円 

歳 円 円 

歳 円 円 

歳 円 円 

歳 円 円 

歳 円 円 

歳 円 

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

③ 職員の手当の状況 

ア　期末手当・勤勉手当 

千円　 千円　

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 

2.6 月分 1.35 月分 2.6 　　　月分 1.35 月分 

（加算措置の状況） （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置　無 職制上の段階、職務の級等による加算措置　無 

イ　退職手当（２３年４月１日現在） 

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分 

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分 

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分 

最高限度額 月分 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 

その他の加算措置 その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　13,555 千円 

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

ウ　地域手当（２３年４月１日現在） 

千円

円 

％ 人 ％ 

％ 人 ％ 

エ 特殊勤務手当(平成２３年４月１日現在) 

千円

　円 

％ 

495,826 
２２年度

　　　　　　　　　　千円 

給与費　Ａ／Ｂ 

31 

18,637 

453,757 

342,657 

1人当たり給与費 

％　

59.28 

- 

職員全体に占める手当支給職員の割合(２２年度決算) 

0 

主な支給対象職員 

114,243 

支給実績（22年度決算） 

40,131 

手当の名称 

高野町　（一般行政職・団体平均等） 

0 

41.34 

1,260,000 

5,040 

左記職員に対する支給単価 

本町は支給対象地域外 0 

団体平均(うち看護師) 

1,232 

給与費 

高野山病院 

高野町　（一般行政職・団体平均等） 

6,852 

287,568 

459,693 

450,175 

高野山病院 

（22年度支給割合） 

事 業 者 

団体平均(うち事務職) 

団体平均(うち医師)

　　　　　　区　　分

　　　　　　Ａ 

0 

区分 

33.50 

1,080 

１人当たり平均支給額（２２年度） １人当たり平均支給額（２２年度） 

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 

手当の種類(手当数) 

主な支給対象業務 

（22年度支給割合） 

518,520 

「事業者」区分については、町内に比較対象となる民間事業者がいないため、空白としています。 

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　 勧奨・定年 

59.28 

47.50 

44.4 

職員手当 

39.3 

平均月収額 

1人当たり 

基本給 

6,722 

570,112 1,376,318 

43.4 227,387 

職員数 

特記事項 

45.8 

高野山病院(うち看護師) 

高野山病院(うち事務職) 

２３年度 

1,211,125 

54,010 

千円　

期末・勤勉手当 

千円　

総費用

　　　　千円 

Ｂ　

職員給与費 総費用に占める 純損益又は実質収支 

0 

区分 

37.9 

23.50 

高野山病院(うち医師) 

給　 料 

43.8 

464,438 328,644 

一般行政職の制度（支給率） 支給対象職員数 支給対象地域 

12.9 

研究手当 常勤職員 月額 70,000円～180,000円 医師 

平　均　年　齢 

支給実績(２２年度決算) 

職員1人当たり平均支給年額(２２年度決算) 

30.55 

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 

15,419 

43.8 

59.28 

45.9% 

％　　　　

（参考）市町村平均 

支給率

　　　　　　Ｂ／Ａ Ａ 

職員給与費比率 

294,741 
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オ　時間外勤務手当 

千円 

千円 

千円 

千円 

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

カ　その他の手当（２３年４月１日現在） 

円 

借家・借間居住者 円 

家賃23,000円以下の場合 

家賃　-12,000円 

家賃23,000円を超える場合 

11,000円×1/2×（家賃-23,000円） 

持家居住者 

交通機関支給限度額 50,000円 

交通用具使用者 

円 
医院長150,000円､副医院長30,000円、 
薬局長10,000円、看護師長10,000円、 
事務長20,000円 

寒冷地手当 

4級地（高野町に居住している職員にた 
いして支給） 
世帯主であり3人以上の扶養　39,600円 
（年額） 
世帯主であり1人又は2人の扶養　33,000 
円（年額） 
世帯主であり扶養親族なし　19,800円 
（年額） 
その他の職員　14,200円（年額） 

管理職手当 

１人につき  　　　　　　　　　　　　6,500円 

扶養手当 

特定期間（満１６歳年度初めから満２２歳 
年度末）　　　　　　　　5,000円 

２㎞以上～５㎞未満･･･月額2,000円 

配偶者                          　13,000円 

通勤手当 

1５㎞以上～２０㎞未満･･･月額 8,900円 

住居手当 

国の制度と 支給実績 

3,548 支給実績（２１年度決算） 

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 

2,965 

915,407 

異なる内容 

交通機関支給限度額 55,000円 
交通用具使用者 
５㎞未満･･･ 月額 2,000円 
5㎞以上～10㎞未満･･･月額 4,100円 
10㎞以上～15㎞未満･･･月額 6,500円 
15㎞以上～20㎞未満･･･月額 8,900円 
20㎞以上～25㎞未満･･･月額 11,300円 
25㎞以上～30㎞未満･･･月額 13,700円 
30㎞以上～35㎞未満･･･月額 16,100円 
35㎞以上～40㎞未満･･･月額 18,500円 
40㎞以上～45㎞未満･･･月額 20,900円 
45㎞以上～50㎞未満･･･月額 21,800円 
50㎞以上～55㎞未満･･･月額 22,700円 
55㎞以上～60㎞未満･･･月額 23,600円 
60㎞以上～･･･月額 24,500円 

10㎞以上～15㎞未満･･･月額 6,5000円 

1日あたり 
日直昼150円　休日4,200円　宿直4,200 
円 

異 

２０㎞以上～２5㎞未満･･･月額11,300円 

２５㎞以上～　･･･月額13,700円 

平均支給年額 

528,000 

支給職員１人当たり 

1,662 

（２２年度決算） 

千円 

184,667 

2,640 

24,716 

千円 

千円 

4級地　　毎年11月～翌年3月までの毎 
月
世帯主であり扶養親族のある職員 
17,800円（月額） 
世帯主であり扶養親族のない職員 
10,200円（月額） 
その他の職員　7,360円（月額） 

千円 

同 

手　当　名 
国の制度 

5㎞以上～10㎞未満･･･月額4,100円 

新築・購入から５年間　2,500円 
（H.21.12.1より廃止） 

１人（配偶者なし）　　     　　　11,000円 

165 

187 

（２２年度決算） との異同 

円 

2,423 

千円 

173,071 

千円 

2,699 207,615 

円 

- 千円 - 

円 

円 

490 27,222 

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 

内容及び支給単価 

1時間あたり給与額に100分の125～100 
分の150の範囲内 

異 

同 

同 

宿日直手当 

休日勤務手当 

支給実績（２２年度決算） 

9



８　公営企業職員の状況
　(２)　水道事業

　① 職員給与費の状況 

ア　決算 

（参考） 

２２年度 

イ　予算

　　計　Ｂ 

千円 千円 　　　　千円 　　　　千円 

19,640 

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。 
２　給与費は当初予算に計上された額である。 

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在） 

歳 円 円 

歳 円 円 

歳 円 

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

③ 職員の手当の状況 

ア　期末手当・勤勉手当 

千円　 千円　

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 

2.6 月分 1.35 月分 2.6 　　　月分 1.35 月分 

（加算措置の状況） （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置　なし 職制上の段階、職務の級等による加算措置　なし 

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

イ　退職手当（２３年４月１日現在） 

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分 

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分 

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分 

最高限度額 月分 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 

その他の加算措置 その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 13,555 千円 

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

ウ　地域手当（２３年４月１日現在） 

千円

円 

％ 人 ％ 

エ　時間外勤務手当 

千円 

千円 

千円 

千円 

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

（２２年度支給割合）

　　1人当たり 

6,547 2,676 4,289 

給与

　　　　　　　　　　千円 

- 

高野町水道事業会計 

41.34 

47.50 59.28

　　　　　　Ｂ／Ａ 

職員給与費比率 

１人当たり平均支給額（２２年度） 

16.7% 

事 業 者 

１人当たり平均支給額（２２年度） 

1,419 

23.50 30.55 

高野町水道事業会計 

1,080 

水道事業 

12,675

　（参考）市町村平均

　　　給与費　Ｂ／Ａ 

２３年度 

給与費 

6,442 

49.3

　1人当たり給与費 期末、勤勉手当 

支給実績（21年度決算） 

本町は支給対象地域外 0 

363,390 

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 0 

362,100 535,892 団体平均 45.6 

基本給 

19,509

　　　　　　　　　　　　　　千円 

職員手当 

0 

8,459 

支給実績（22年度決算） 54 

6 

支給対象地域 

区分 

91 

支給率 支給対象職員数 

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 

（２２年度支給割合） 

3 

支給実績（２２年度決算） 

59.28 59.28 

Ａ 

総費用

　　　　千円 

117,091 

0 

職員数

　　　　　　Ａ 

33.50

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 

区分 

「事業者」区分については、町内に比較対象となる民間事業がないため、空白としています。 

％　　　　

職員給与費 純損益又は実質収支 総費用に占める 

千円　千円　

Ｂ　

24.1 

％　

める職員給与費比率 

２１年度の総費用に占 

10 

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　 勧奨・定年 

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 

高野町　（一般行政職・団体平均等） 

503,359 

平均月収額 

高野町　（一般行政職・団体平均等） 

一般行政職の制度（支給率） 
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オ　その他の手当（２３年４月１日現在） 

円 

借家・借間居住者 円 

家賃23,000円以下の場合 

交通機関支給限度額 50,000円 

円 

寒冷地手当 

25,000 円 4級地　　毎年11月～翌年3月までの毎 
月
世帯主であり扶養親族のある職員 
17,800円（月額） 
世帯主であり扶養親族のない職員 
10,200円（月額） 
その他の職員　7,360円（月額） 

74 

- 

千円 

円 

1,264 千円 円 宿日直手当 

住居手当 

1日あたり 
日直昼150円　休日4,200円　宿直4,200 
円 

通勤手当 異 

千円 - 
1時間あたり給与額に100分の125～100 
分の150の範囲内 

同 

- 課長20,000円 

千円 

千円 - 

158,000 

千円 

同 

4級地（高野町に居住している職員に対 
して支給） 
世帯主であり3人以上の扶養　39,600円 
（年額） 
世帯主であり1人又は2人の扶養　33,000 
円（年額） 
世帯主であり扶養親族なし　19,800円 
（年額） 
その他の職員　14,200円（年額） 

異 

264 264,000 

交通用具使用者 

２5㎞以上～　･･･月額13,700円 

２㎞以上～５㎞未満･･･月額2,000円 

円 

24,000 

交通機関支給限度額 55,000円 
交通用具使用者 
５㎞未満･･･ 月額 2,000円 
5㎞以上～10㎞未満･･･月額 4,100円 
10㎞以上～15㎞未満･･･月額 6,500円 
15㎞以上～20㎞未満･･･月額 8,900円 
20㎞以上～25㎞未満･･･月額 11,300円 
25㎞以上～30㎞未満･･･月額 13,700円 
30㎞以上～35㎞未満･･･月額 16,100円 
35㎞以上～40㎞未満･･･月額 18,500円 
40㎞以上～45㎞未満･･･月額 20,900円 
45㎞以上～50㎞未満･･･月額 21,800円 
50㎞以上～55㎞未満･･･月額 22,700円 
55㎞以上～60㎞未満･･･月額 23,600円 
60㎞以上～･･･月額 24,500円 

24 

平均支給年額 
（２２年度決算） 

千円 

（２２年度決算） 異なる内容 

351,000 
扶養手当 同 

１人（配偶者なし）　　    　 　　11,000円 

702 

配偶者                          　13,000円 

特定期間（満１６歳年度初めから満２２歳 
年度末）　　　　　　　　5,000円 

家賃23,000円を超える場合 

持家居住者 

管理職手当 

休日勤務手当 

5㎞以上～10㎞未満･･･月額 4,100円 

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 

１人につき　  　　　　　　　　　　　6,500円 

10㎞以上～15㎞未満･･･月額6,500円 

国の制度と 国の制度 

家賃　-12,000円 

支給職員１人当たり 支給実績 

1５㎞以上～２０㎞未満･･･月額8,9000円 

11,000円×1/2×（家賃-23,000円） 

２０㎞以上～２５㎞未満･･･月額11,300円 

新築・購入から５年間　2,500円 
（H.21.12.1より廃止） 
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